
  

１．平成25年３月期の連結業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

（注）包括利益  25年３月期 23,830百万円（29.4％）   24年３月期 18,413百万円（35.3％）   

  

（参考）持分法投資損益  25年３月期 1,239百万円   24年３月期 871百万円  

  
（２）連結財政状態 

（参考）自己資本  25年３月期 215,509百万円   24年３月期 199,473百万円 

  
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  
２．配当の状況 

  

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日） 
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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期 626,022 △2.0 29,962 △34.9 28,045 △31.3 8,265 △64.0 

24年３月期 638,653 3.7 46,006 3.7 40,808 4.4 22,969 33.0 

  
１株当たり 
当期純利益 

 潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率  

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率  

   円 銭  円 銭  ％ ％ ％ 

25年３月期 8.22 8.20 4.0 4.2 4.8 

24年３月期 22.85 22.81   11.9  6.2 7.2 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期 685,884 250,753 31.4 214.35 

24年３月期 664,965 224,407 30.0 198.41 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー  
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー  
現金及び現金同等物 

期末残高  

  百万円 百万円 百万円  百万円 

25年３月期 46,126 △39,063 △5,872 35,962 

24年３月期 40,630 △43,550 △12,695 33,107 

  
年間配当金 配当金総額 

（合計）  
配当性向  
（連結）  

純資産配当率
（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円  ％  ％

24年３月期   ―   0.00    ― 5.00 5.00    5,035  21.9   2.6

25年３月期  ― 0.00   ―       5.00       5.00    5,035   60.8 2.4

26年３月期（予想）   ―       0.00    ― 5.00 5.00  34.7 

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 328,000 5.5 12,000 △25.9 8,500 △42.1 4,500 △46.8 4.48

通 期 675,000 7.8 34,000 13.5 28,500 1.6 14,500 75.4 14.42



  

※ 注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無   

  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ：有  

②  ①以外の会計方針の変更         ：無 

③ 会計上の見積りの変更          ：有 

④ 修正再表示               ：無 

（注） 詳細は、添付資料「４．連結財務諸表（5）連結財務諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変更と 

    区別することが困難な会計方針の変更）」をご覧ください。 

    

（３）発行済株式数（普通株式） 

  

（参考）個別業績の概要 
  
１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

  

  
（２）個別財政状態 

（参考）自己資本  25年３月期 136,722百万円   24年３月期 130,542百万円 

  

※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務 

 諸表に対する監査手続を実施中です。  
  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料及び添付資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断する 

 一定の前提に基づき作成したものであり、実際の業績はさまざまな要因の変化により見通しと大きく異なる場合も 

 ありえますことをご承知願います。そのような要因としては、主要市場の経済状況、製品の需給、原燃料価格、金 

 利、為替相場などがあります。  
  

※ 当社は、以下のとおりネットコンファレンス及び決算説明会を開催する予定です。各説明会の様子を当日の資料と  

  ともに、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 

 ・平成25年５月10日（金）・・・・・アナリスト、機関投資家向けネットコンファレンス 

 ・平成25年５月16日（木）・・・・・決算説明会 

  

  

  

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年３月期 1,009,165,006株 24年３月期 1,009,165,006株 

② 期末自己株式数 25年３月期 3,756,900株 24年３月期 3,810,090株 

③ 期中平均株式数 25年３月期 1,005,342,983株 24年３月期 1,005,294,805株 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期 311,585 △0.6 13,764 △45.0 21,618 △2.1 10,307 △9.4 

24年３月期 313,450 6.2 25,012 3.0 22,071 6.2 11,380 114.6 

  
１株当たり 
当期純利益 

 潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

   円 銭  円 銭 

25年３月期 10.24 10.22

24年３月期 11.30 11.28 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年3月期 462,958 137,230 29.5 135.77 

24年3月期 453,683 131,004 28.8 129.63 



  

       

【添付資料の目次】

１．経営成績・財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………  2
（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2
（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  7
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………………  9
（４）事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  9

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………………………………………  12
３．経営方針 …………………………………………………………………………………………………………………  14
（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………………  14
（２）目標とする経営指標 ………………………………………………………………………………………………  14
（３）中長期的な会社の経営戦略 ………………………………………………………………………………………  14
（４）会社の対処すべき課題 ……………………………………………………………………………………………  14

４．連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  15
（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………………  15
（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………  17

連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………………  17
連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………………………………  18

（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………………  19
（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………………  21
（５）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………………  23

（継続企業の前提に関する注記） …………………………………………………………………………………  23
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） …………………………………………………………  23
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） …………………………………………  25
（表示方法の変更） …………………………………………………………………………………………………  26
（セグメント情報等） ………………………………………………………………………………………………  27
（賃貸等不動産関係） ………………………………………………………………………………………………  32
（１株当たり情報） …………………………………………………………………………………………………  33
（重要な後発事象） …………………………………………………………………………………………………  33
（開示の省略） ………………………………………………………………………………………………………  33



  

(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績  

全般的状況 

 当期の経済情勢は、米国では緩やかな回復が続いたものの、欧州財政危機への不安が世界経済に影響を及ぼし、ア

ジアでも中国をはじめとして景気の拡大テンポが鈍化するなど、世界経済は減速感が広がりました。一方国内経済

は、復興需要等を背景とする持ち直しの動きは見られたものの、為替の変動や海外景気の減速など、不透明な環境が

続きました。 

 このような状況の下、当社グループは、当期を最終年度とする３ヵ年の中期経営計画「ステージアップ２０１２－

新たなる挑戦－」の基本方針である「持続的成長を可能にする収益基盤の確立」「財務構造改革の継続」「地球環境

問題への対応と貢献」に基づき、各事業課題の解決に向け、取り組んでまいりました。 

 この結果、当社グループの連結売上高は前期に比べ１２６億３千１百万円減の６，２６０億２千２百万円、連結営

業利益は１６０億４千４百万円減の２９９億６千２百万円、連結経常利益は１２７億６千３百万円減の２８０億４千

５百万円、連結当期純利益は１４７億４百万円減の８２億６千５百万円となりました。 

  

   

 また、当社単独では、売上高は前期に比べ１８億６千５百万円減の３，１１５億８千５百万円、営業利益は１１２

億４千８百万円減の１３７億６千４百万円、経常利益は４億５千３百万円減の２１６億１千８百万円、当期純利益は

１０億７千３百万円減の１０３億７百万円となりました。 

  

セグメント別状況  

 セグメント別の概況は以下のとおりです。 

  

化成品・樹脂セグメント 

 ナイロン原料のカプロラクタムは、世界的な景気の減速や中国市場での他社新設備稼働開始に伴う需給緩和により

市況が低迷する一方で、原料のベンゼン価格が高騰したため、スプレッド（製品と原料の値差）は好調だった前期に

比べ大幅に縮小し、当セグメントの減益の主因となりました。ポリブタジエン（合成ゴム）も中国需要低迷の影響を

受け、出荷は前期を下回りました。一方、ナイロン樹脂は食品包装フィルム用途を中心として堅調で、工業薬品はア

ンモニア製品が好調に推移しました。 

 この結果、当セグメントの連結売上高は前期に比べ１１６億５千８百万円減の２，１９３億６千８百万円、連結営

業利益は１７９億円減の５０億８千８百万円となりました。 

 なお、カプロラクタム事業につきましては、事業全体の競争力強化のため、堺工場でのカプロラクタム生産を平成

２６年３月末をもって停止することを決定しました。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

項  目 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当  期 ６，２６０億円 ２９９億円 ２８０億円 ８２億円 

前  期 ６，３８６億円 ４６０億円 ４０８億円 ２２９億円 

増 減 率 △２．０％ △３４．９％ △３１．３％ △６４．０％ 

項  目 連結売上高 連結営業利益 

当  期 ２，１９３億円 ５０億円 

前  期 ２，３１０億円 ２２９億円 

増 減 率 △５．０％ △７７．９％ 



  

機能品・ファインセグメント 

 リチウムイオン電池用の電池材料については、セパレーターの出荷は車載需要の立ち上がりもあり堅調でしたが、

電解液の出荷は国内民生需要低迷の影響を受け低調でした。電子情報材料分野での需要回復遅れにより、薄型テレビ

向けフィルムを中心とするポリイミドの出荷も伸び悩み、太陽電池生産部材向けを中心とするセラミックスなど、多

くの機能性材料で出荷が低調でした。ファインケミカル製品は、総じて市況低迷の影響を受けました。 

 この結果、当セグメントの連結売上高は前期に比べ３２億５千７百万円減の６１１億１千１百万円、連結営業利益

は４２億１千４百万円減の１２億３千６百万円となりました。 

  

  

医薬セグメント 

 自社医薬品の抗アレルギー剤、抗血小板剤の原体と、受託医薬品の原体・中間体の販売は伸長し、ロイヤルティー

収入も増加しましたが、自社医薬品の血圧降下剤の原体販売数量は前期を下回りました。 

 この結果、当セグメントの連結売上高は前期に比べ２億６千６百万円増の１１４億５千２百万円、連結営業利益は

３億６百万円減の３４億２千３百万円となりました。 

  

  

建設資材セグメント 

 セメント・生コン及び建材製品の出荷は、マンション・住宅着工や企業の設備投資が持ち直すとともに、復興需要

も本格化してきたことから、前期を上回りました。アジアを中心とする旺盛な海外需要により輸出採算が好転し、各

種廃棄物の原燃料へのリサイクル利用も拡大しました。カルシア・マグネシア製品の出荷は、自家発電設備の排煙脱

硫向け、震災復興用途向けは堅調でしたが、鉄鋼、電子情報材料向け需要が低迷したため、全体では販売が低調でし

た。 

 この結果、当セグメントの連結売上高は前期に比べ７億９千１百万円減の２，０８３億６千４百万円、連結営業利

益は２８億２千１百万円増の１１４億９千４百万円となりました。 

  

項  目 連結売上高 連結営業利益 

当  期 ６１１億円 １２億円 

前  期 ６４３億円 ５４億円 

増 減 率 △５．１％ △７７．３％ 

項  目 連結売上高 連結営業利益 

当  期 １１４億円 ３４億円 

前  期 １１１億円 ３７億円 

増 減 率 ２．４％ △８．２％ 

項  目 連結売上高 連結営業利益 

当  期 ２，０８３億円 １１４億円 

前  期 ２，０９１億円 ８６億円 

増 減 率 △０．４％ ３２．５％ 



  

機械・金属成形セグメント 

 自動車産業向けを中心とする成形機は、新機種の市場への浸透が進み、受注は新興国・北米向けを中心に増加しま

した。竪型ミルや運搬機等の産業機械は、国内外メーカーとの価格競争の激化等により受注では厳しい状況が続きま

したが、足元の出荷は堅調でした。製鋼品は、市場の需要低迷及び年度前半の円高の影響を受け、出荷は低調でし

た。 

 この結果、当セグメントの連結売上高は前期に比べ１２億６千５百万円減の７１３億１千万円、連結営業利益は 

６億２百万円増の３６億８千８百万円となりました。 

  

   

エネルギー・環境セグメント  

 石炭事業は、販売炭の売上数量、コールセンター（石炭中継基地）の取扱い数量とも、化学、製紙会社向けを中心

に好調でした。電力事業は、燃料である石炭価格の下落及び電力需給逼迫に伴う売電価格上昇により採算が改善した

ことに加えて、ＩＰＰ発電所にかかる補修費が前期に比べ減少しました。 

 この結果、当セグメントの連結売上高は前期に比べ６２億５千１百万円増の６８７億６千９百万円、連結営業利益

は２６億１百万円増の５９億５千９百万円となりました。 

  

  

その他のセグメント  

 その他の連結売上高は前期に比べ６億１千７百万円減の２５２億９千４百万円、連結営業利益は３百万円増の１０

億３千７百万円となりました。 

  

項  目 連結売上高 連結営業利益 

当  期 ７１３億円 ３６億円 

前  期 ７２５億円 ３０億円 

増 減 率 △１．７％ １９．５％ 

項  目 連結売上高 連結営業利益 

当  期 ６８７億円 ５９億円 

前  期 ６２５億円 ３３億円 

増 減 率 １０．０％ ７７．５％ 

項  目 連結売上高 連結営業利益 

当  期 ２５２億円 １０億円 

前  期 ２５９億円 １０億円 

増 減 率 △２．４％ ０．３％ 



  

当期に実施した主な施策など 

化成品・樹脂セグメント 

◆タイ国のカプロラクタムやナイロン樹脂の製造・販売子会社であるウベ・ケミカルズ・アジア社において、タイ国

ＩＲＰＣ社と昨年５月に資本提携を行いました。 

◆インドにおけるグループ製品の販売・市場開拓の拠点として、昨年７月、インド・ハリアナ州に「ウベ・インダス

トリーズ・インディア社」を設立しました。 

◆炭酸ガスの有効利用と排出削減及び液化炭酸の需要増に対応するため、宇部ケミカル工場で昨年７月に液化炭酸製

造設備の増強に着手しました。 

◆千葉石油化学工場の合成ゴム製造設備増強工事（第１ステップ、年産１万５千トン）が昨年８月に完工しました。

◆欧州や北米での高付加価値ナイロンの需要増大に対応するため、スペインの子会社であるウベ・エンジニアリン

グ・プラスチックス社にて年産１万トンのナイロン６製造設備を増設することを昨年１０月に決定しました。 

◆本年２月、堺工場におけるカプロラクタム生産を来年３月末をもって停止することを決定しました。 

◆本年２月、フジサンケイグループが主催する「第２２回地球環境大賞」において、「『調色樹脂リサイクル技術』

による再生プラスチックの有効利用」が高く評価され、「日本経済団体連合会会長賞」を受賞しました。 

◆アジア地域でのポリブタジエンゴム（BR）の需要拡大に対応するため、ロッテケミカル（韓国）、ロッテケミカル

タイタンホールディング（マレーシア）、三菱商事(株)と、本年３月、マレーシア・ジョホール州にBR製造・販売の

合弁会社を設立しました。 

  

機能品・ファインセグメント 

◆車載用リチウムイオン二次電池向けなどでの需要増大に対応するため、昨年４月、堺工場で新たに機能膜（セパレ

ーター）８期製造設備の建設に着手しました。 

◆宇部ケミカル工場の有機金属化合物（MO）第二工場が昨年８月に完工しました。 

  

建設資材セグメント 

◆昨年６月、宇部興産海運(株)が運行するスーパーエコシップ「興山丸」が、(社)日本物流団体連合会から「第１３

回物流環境大賞」を受賞しました。 

◆昨年５月、(株)関西宇部 堺工場は環境ラベル（メビウスループマーク）を表示した生コンを全国で初めて納入し

ました。 

◆廃棄物処理によるセメント生産効率の低下を改善するための下水汚泥乾燥設備が、伊佐セメント工場で本年１月よ

り営業運転を開始しました。 

◆本年３月、伊佐セメント工場において金山台石灰石鉱山の開発に本格着手しました。 

  

機械・金属成形セグメント 

◆宇部興産機械(株)は、東洋機械金属(株)と昨年４月、ダイカストマシンの生産において提携することで合意し、昨

年９月には電動ダイカストマシンの開発協力についても合意しました。 

◆本年３月、宇部興産機械(株)と、同社子会社である宇部テクノエンジ(株)が、本年１０月１日付けで合併すること

を決定しました。 

  

エネルギー・環境セグメント 

◆当社は、昭和シェル石油(株)と太陽光発電（メガソーラー）による売電事業を共同で実施することに合意し、本年

３月に事業運営会社「ユーエスパワー(株)」を設立しました。 

  



  

②次期の見通し  

 今後の経済情勢につきましては、引き続き新興国の経済成長が期待されるもののそのテンポは鈍化しており、先進

国においても米国では景気回復傾向にあるものの、欧州財政危機や米国財政問題などにより世界経済は依然景気の下

振れ懸念が拭えない状況です。国内経済においては、東日本大震災からの復興需要、円高是正に伴う輸出環境の改善

等が見込まれ、景気は持ち直しの動きが見られるものの、海外景気の下振れリスクや、電力価格の上昇、原燃料価格

や為替等の先行き不透明な要因もありますことから、事業環境は予断を許さない厳しい先行きが予想されます。こう

した情勢を踏まえ、次期の業績見通しについては、平成２５年４月から平成２６年３月までの為替水準を１ドル＝ 

９５円、国産ナフサ１ｋｌ＝６４，７００円と想定し、次のとおり予想しております。 

連結売上高は、化成品・樹脂セグメント及び機能品・ファインセグメントでの販売数量増による増収等により、

６，７５０億円と予想しております。連結営業利益は、化成品・樹脂セグメント、機能品・ファインセグメント及び

建設資材セグメントにおいて販売数量増等による増益が見込まれるため、当期を上回る３４０億円と予想しておりま

す。連結経常利益は２８５億円、連結当期純利益は当期に比べ特別損益の改善等を見込み１４５億円とそれぞれ予想

しております。 

  

  

  
セグメント別連結売上高  

  
セグメント別連結営業利益  

（注）調整額は、各セグメントに配分していない全社費用（各セグメントに帰属しない一般管理費等）及びセグメン

ト間取引消去額の合計額です。 

項  目 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

平成26年3月期 ６，７５０億円 ３４０億円 ２８５億円 １４５億円 

平成25年3月期 ６，２６０億円 ２９９億円 ２８０億円 ８２億円 

増 減 率 ７．８％ １３．５％ １．６％ ７５．４％ 

項  目 化成品・樹脂
機能品・ 

ファイン 
医薬 建設資材 

機械・ 

金属成形 

エネルギー・

環境 
その他 

セグメント間

の内部売上高

消去 

平成26年 

3月期 

２，５１０ 

億円 

７４０ 

億円 

１００

億円 

２，１２０ 

億円 

７６０

億円

６５５ 

億円 

２６０ 

億円 

△３９５ 

億円 

平成25年 

3月期 

２，１９３ 

億円 

６１１ 

億円 

１１４ 

億円 

２，０８３ 

億円 

７１３ 

億円

６８７ 

億円 

２５２ 

億円 

△３９６ 

億円 

増 減 率 １４．４％ ２１．１％ △１２．７％ １．７％ ６．６％ △４．８％ ２．８％ ー 

項  目 化成品・樹脂
機能品・ 

ファイン 
医薬 建設資材 

機械・ 

金属成形 

エネルギー・

環境 
その他 

調整額 

（注）  

平成26年 

3月期 
７０億円 ４５億円 ２０億円 １３０億円 ４０億円 ４０億円 １０億円 △１５億円 

平成25年 

3月期 
５０億円 １２億円 ３４億円 １１４億円 ３６億円 ５９億円 １０億円 △１９億円 

増 減 率 ３７．６％ ２６４．１％ △４１．６％ １３．１％ ８．５％ △３２．９％ △３．６％ ー 



  
(2）財政状態に関する分析 

①資産・負債・純資産の状況 

資産については、有形固定資産が９７億６千８百万円、投資有価証券が５９億３百万円増加したことなどにより、 

２０９億１千９百万円増加し６，８５８億８千４百万円となりました。 

負債については、有利子負債が７３億２千５百万円減少したことなどにより、５４億２千７百万円減少し４，３５１

億３千１百万円となりました。 

純資産については、剰余金の配当により利益剰余金が５０億３千５百万円減少しましたが、当期純利益により利益剰

余金が８２億６千５百万円増加、タイ国子会社における第三者割当増資の実施などにより少数株主持分が１０２億６千

４百万円増加、また為替換算調整勘定が１１８億６千８百万円改善したことなどにより２６３億４千６百万円増加し

２，５０７億５千３百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益１５８億４千２百万円、非資金項目である減価償却費

３１３億８千４百万円の振戻し、売上債権の減少８８億７千６百万円、仕入債務の減少７４億７百万円、法人税等の支

払額１１５億４千５百万円等により、４６１億２千６百万円のキャッシュ・インとなりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは有形及び無形固定資産の取得による支出３７３億１千４百万円、関係会社株式

の取得による支出６６億８千７百万円、関係会社株式の売却による収入４０億２千１百万円等により、３９０億６千３

百万円のキャッシュ・アウトとなりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済による支出３５９億７千万円、社債の償還による支出１５０

億円、配当金の支払額５０億５千４百万円、長期借入れによる収入２８６億８千万円、社債の発行による収入１４９億

２千５百万円、少数株主からの払込みによる収入９６億６千３百万円等により、５８億７千２百万円のキャッシュ・ア

ウトとなりました。 

 なお、有利子負債の当期末残高は、前期末に比べ７３億２千５百万円減少し２，４６６億５千６百万円となりまし

た。 

 また、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末に比べ２８億５千５百万円増加し３５９億６千２百万円となりま

した。  

 （単位：億円） 

  

③次期の見通し  

 次期のフリー・キャッシュフロー（営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合計

額）は、当期に比べ、設備投資額の増加等により、減少すると予想しております。 

 有利子負債の期末残高については、当期末に比べ３４億円増加の２,５００億円と見込んでおります。   

項目  前期  当期  増減 

 営業活動によるキャッシュ・フロー ４０６ ４６１ ５４

 投資活動によるキャッシュ・フロー △４３５ △３９０ ４４

 財務活動によるキャッシュ・フロー △１２６ △５８ ６８

 現金及び現金同等物に係る換算差額 △８ １４ ２２

 現金及び現金同等物の増減額（△は減少) △１６４ ２６ １９０

 現金及び現金同等物の期首残高 ４９５ ３３１ △１６４

 連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額  － １ １

 現金及び現金同等物の期末残高 ３３１ ３５９ ２８

 有利子負債残高 ２，５３９ ２，４６６ △７３



  

④キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   各指標の計算根拠 

   自己資本比率：（純資産－新株予約権－少数株主持分）／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

   キャッシュ・フロー対純有利子負債比率：純有利子負債／キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

   ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ※株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上され

ている長短借入金、コマーシャル・ペーパー、社債、転換社債、リース債務を対象としております。純有利子負

債は有利子負債からキャッシュ・フロー計算書の現金及び現金同等物期末残高を控除したものです。また、利払

いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  平成21年3月期 平成22年3月期  平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 

 自己資本比率（％） ２５．４％ ２７．３％ ２８．３％ ３０．０％ ３１．４％ 

 時価ベースの自己資本比率

（％） ２６．４％ ３６．８％ ４０．３％ ３４．０％ ２７．１％ 

 キャッシュ・フロー          

 対有利子負債比率(年) ６．７年 ４．７年 ３．９年 ６．３年 ５．３年 

 対純有利子負債比率(年) ５．９年 ４．１年 ３．１年 ５．４年 ４．６年 

 インタレスト・カバレッ  

 ジ・レシオ（倍）  ６．７倍 １０．４倍 １３．７倍 ９．８倍 １２．５倍 



  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は配当の実施を株主に対する重要責務として認識し、業績に対応した配当を行うことを基本方針としておりま

す。一方、株主の中長期的な利益確保を図るうえで、財務体質の改善や将来の事業拡大のための内部留保の充実も重

要と考えておりますので、これらを総合的に勘案して株主総会に付議する株主配当案を決定しております。 

平成２２年度を初年度とする中期経営計画においては、連結当期純利益の２０％～２５％を目安として配当するこ

とを掲げており、この方針に沿って当期につきましては１株当たり５円の期末配当を予定しております。 

なお、次期につきましても１株当たり５円の期末配当を予定しており、今後も業績の向上に伴い着実な増配を目指

します。  

  

(4）事業等のリスク 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を下記のとおり記載いたします。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、

発生の回避・分散及び発生した場合の対応、リスクの移転、危機管理対策等に最大限努力する方針です。 

下記事項には、将来に関するものが含まれますが、当該事項は決算発表日（平成２５年５月１０日）現在において

判断したものであり、また、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 

  

①原燃料の市況動向 

当社グループ化成品・樹脂セグメントにおける主要製品の主原料購入価格は、国際市況や原油・ナフサ価格の動向

等に影響され変動いたします。これら主原料購入価格の変動が、製品の需給状況等により、タイムリーに製品価格に

転嫁されない場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。また、当社グループはセ

メント焼成用及び自家発電用として石炭を海外から購入していますが、石炭の調達価格が上昇に転じた場合、当社グ

ループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

②化成品・樹脂事業の収益 

化成品・樹脂事業の収益は、主要製品の主な市場である日本、アジア、欧州における需要動向、需給環境に大きく

依存いたします。このため、これら地域において、経済の変調等により需要が大幅に減少する場合、また、他社の生

産能力増強や他地域からの製品流入などによる供給増等により需給環境が悪化し、製品市況の低迷やスプレッド（製

品と原料の値差）の大幅な縮小等が生じる場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があ

ります。 

  

③機能性材料事業の収益 

機能品・ファインセグメントの機能性材料事業は、情報技術やデジタル家電関連分野を主な市場とし、主として、

世代交代の早い製品向けに材料を供給しています。このため、顧客の要求に合致した材料をタイムリーに開発するこ

とが必要となりますが、開発の遅延等により、これに応ずることができない場合、当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を与える可能性があります。また、情報技術関連製品特有の激しい需要変動の減少局面が現実化する場合、

当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

④医薬品原体・中間体事業の収益 

医薬品原体・中間体事業は、原体や中間体を製薬会社から受託し製造する受託事業と自社単独または製薬会社との

共同により新規医薬品の研究開発を行う創薬事業を内容としています。 

受託事業については、研究開発支出は限定的ではありますが、規格を満たす一定規模の製造設備設置等の先行的支

出が必要となります。一方、受託対象となる医薬品が新薬である場合、製薬会社が製造承認を当局から得るためには

長期間を要し上市できない場合もあることや、受託済みであっても副作用等により承認が取り消されたり本格的上市

が遅延することもあり得ます。また、受託生産中の当該原体・中間体から生産される医薬品が競合激化、特許期限切

れに伴う後発品の上市等により販売不振に陥る可能性があります。 

創薬事業については、自社単独研究と製薬会社との共同研究の２種に大別されます。最終的な事業形態として、何

れのタイプの研究においても、ライセンスアウトを基軸とした戦略を採ることにより、臨床試験の膨大な出費や成功

率の問題に関するリスクを軽減しているものの、ライセンスアウトまでに研究開発費用が必要であるため、研究や事

業化の成否に係るリスクが存在します。また、製薬会社の新薬開発と同様、当局の承認後であっても承認取消や上市

遅延の可能性があります。 

受託事業・創薬事業に係るこのようなリスクが顕在化する場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与え

る可能性があります。 



  

⑤セメントの国内需要 

建設資材セグメントの主要製品であるセメントの国内需要は、当面の間、震災復興の需要増もあるものの、公共投

資が今後抑制され、加えて企業の海外進出が加速していくと民需の減少となります。これによりセメント販売量が減

少すると収益の下押し要因となります。このため、当社グループでは輸出による操業度維持、セメント製造工程での

廃棄物（有償での受入）処理拡大、諸費用削減等の対応策を実施していますが、一定期間需要が減少を続けた場合、

当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑥機械事業の収益 

機械・金属成形セグメントの機械事業は、製品とサービスの連携強化・拡充により、成長の続く新興国を中心とし

たグローバル市場での収益拡大に取組んでおります。しかしながら、競争激化による販売価格の低下等のリスクが顕

在化する場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

   

⑦外国為替の変動 

当社グループは、外貨建の輸出入等に係る通貨変動に対するリスクを、債権・債務の均衡化、為替予約等のヘッジ

取引により一定限度まで低減していますが、短期及び中長期の予測を超えた為替変動が当社グループの業績及び財務

状況に悪影響を与える可能性があります。 

当社グループ海外会社は現地通貨で財務諸表を作成しているため、換算時の為替レートにより円換算額が影響を受

けます。また、当社グループのタイ国の事業会社はＵＳドル建有利子負債を保有していますが、同負債に係る返済、

利払い、決算時の現地通貨への換算時に、為替レートにより差損益が発生する可能性があります。 

  

⑧金融市場の動向 

当社グループは、資金調達時の金融市場の動向により当社グループの業績及び財務状況に影響を受けます。金利変

動に対するリスクは金利スワップ等のヘッジ取引により一定限度まで低減していますが、短期及び中長期の予測を超

えた金利変動が、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑨海外での事業活動 

当社グループはアジア、北米・南米、欧州等にて生産及び販売活動を行っていますが、海外での事業活動には、通

常、予期しない法律や規制の変更、産業基盤の脆弱性、人材の確保・技術の習熟、労働組合等の経済的なリスク、テ

ロ・戦争・その他の要因による社会的又は政治的混乱等のリスクが内在します。こうしたリスクが顕在化することに

よって、海外での事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑩知的財産・製造物責任（ＰＬ）  

当社グループでは知的財産の重要性を認識し、その保護・活用に努めていますが、適切に保護・活用できず、違法

に侵害された場合、また、当社グループの製品の欠陥に起因して製品回収や損害賠償につながるリスクが現実化し、

これを保険により補填できない事態が生じた場合には、事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を与える可能性があります。 

  

⑪産業事故および災害等 

当社グループの危険物や高圧ガスを取扱う工場において、万一大きな産業事故あるいは地震・風水害等の災害によ

る生産設備の大きな損壊等が発生した場合には、補償等を含む産業事故災害への対策費用、生産活動の停止による機

会損失及び顧客に対する補償、更に社会的信用の失墜等によって、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与え

る可能性があります。 

また、当社グループが供給を受けている主要な原材料等のサプライヤーにおける事故・災害等により、当社グルー

プの事業活動に支障が生じ、業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑫公的規制 

当社グループは、事業展開する各国、地域の法令・規則等の各種規制に従って事業を行っていますが、これらの環

境規制を含む様々な規制についての変更、強化や新たな規制の適用が生じた場合には、当社グループの業務活動の制

限、規則遵守のためのコスト増大、規制に従う会計・税務上の対応などにより当社グループの業績及び財務状況に悪

影響を与える可能性があります。 



  

⑬石綿 

当社グループでは、過去に石綿含有製品の製造・販売を行っており、また工場施設に石綿含有建材等を使用してい

ます。工場施設の石綿を除去するために全面的又は部分的交換に順次着手しており、交換が完了するまでの期間に亘

って一定額の支出が予想されます。また、従業員（退職者を含む）や工場周辺住民の健康被害に関連して、労災認定

者の大幅な増加、訴の提起、法規制の更なる強化等がある場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与

える可能性があります。 

  

⑭訴訟 

当社グループでは法令遵守に努めていますが、広範な事業活動のなかで訴を提起される可能性もあります。なお、

現在係争中の主な訴訟事件は次のとおりです。これらの訴訟の最終的な結果やその時期については、現時点で予測す

ることができません。 

  

   平成２０年５月以降、建設作業等従事者及びその遺族らが国及びウベボード㈱（当社連結子会社）を含む建材

メーカー４０社余に対して、建設現場で使用されていた石綿含有建材の石綿粉じんを吸引して石綿関連疾患に罹

患したとして、連帯して損害を賠償するように求めて東京地方裁判所（請求額合計１２０億１千２百万円）及び

横浜地方裁判所（請求額合計２９億２千６百万円）に訴えを提起しておりましたが、横浜地方裁判所は平成２４

年５月２５日、原告の請求を全て棄却する判決を言渡しました。また、東京地方裁判所は平成２４年１２月５

日、原告の国に対する請求を一部認容し建材メーカーに対する請求を棄却する判決を言渡しました。これらの判

決に対して、原告らはいずれも控訴し、東京高等裁判所に係属中です。 

   前記の訴え提起以降、札幌、京都、大阪及び福岡の各地方裁判所に同様の訴えが提起されており、現在前記控

訴事件２件を含めて１３件が係属中で、請求額は合計１７７億円です。  

      

⑮たな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ 

平成２０年４月１日以後開始する事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用され、通常の販売目的

で保有するたな卸資産は取得原価をもって貸借対照表価額とするが、期末において正味売却価額が取得原価より下落

している場合には、収益性が低下していると判断し、当該正味売却価額まで貸借対照表価額を切下げ、取得原価と当

該正味売却価額の差額は当期の費用として処理することとなりました。このため、当社グループにおいて、原燃料購

入価格の上昇、製造固定費の増加、生産量の減少、製品販売価格の下落などが生じる結果、簿価切下げの単位となっ

ている製品等のたな卸資産について、正味売却価額が取得原価を下回る場合には、当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑯固定資産の減損 

当社グループは平成１５年度から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用していますが、今後、遊休土地の時価

が更に低下したり事業環境が大幅に悪化するなどの場合には、追加的な減損損失が発生し、当社グループの業績及び

財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑰有価証券 

当社グループは時価のある有価証券を保有し、そのほとんどが上場株式であるため、株式相場の下落により、当社

グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。  

  

⑱退職給付債務 

当社グループの退職給付債務及び退職給付費用は、年金数理計算上使用される割引率や退職率、昇給率等の前提条

件と年金資産の期待運用収益率等に基づき計算されており、年金資産の運用利回り悪化、割引率の低下等が、当社グ

ループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑲繰延税金資産 

当社グループは将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対し、繰延税金資産を計上しています。繰延税金資産

は、将来の課税所得等に関する予測に基づき回収可能性を検討し計上していますが、実際の課税所得が予測と異な

り、繰延税金資産の取崩が必要となる場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性がありま

す。  

  



  

（１）事業の内容  

  当社企業集団は、当社及び関係会社149社から構成され、その主な事業内容と当社及び主要な関係会社の当該事業 

 に係る位置付けは次のとおりです。 

   

  

 （注）※は持分法適用会社であり、それ以外は連結子会社です。 

    

  

２．企業集団の状況

セグメント 事業内容 主要製品 主要な関係会社 

  化成品・ カプロラクタム、 宇部フィルム㈱、タイ・シンセティック・ラバーズ,カンパニー・ 

化 樹脂 ナイロン樹脂、工業薬品、 リミテッド、宇部アンモニア工業㈲、 

成 関連事業  ポリブタジエン ウベ・ケミカル・ヨーロッパ,エスエー、 

品   （合成ゴム） ウベ・ケミカルズ・アジア,パブリック・カンパニー・リミテッド、

・     ウベ・エンジニアリング・プラスチックス,エスエー、 

樹     ウベ・コーポレーション・ヨーロッパ,エスエー   

脂         

      上記のほか  子会社10社、関連会社11社 (計 28社）

   ・ 機  機能品・ 機能性材料（ポリイミド、 宇部日東化成㈱、明和化成㈱、ユー・イー・エル㈱、 

   フ 能 ファイン 電池材料、 ウベ・ファイン・ケミカルズ・アジア,カンパニー・リミテッド、 

   ァ 品 関連事業 半導体関連・電子材料、 ウベ・アドバンスド・マテリアルズ,インコーポレーテッド  

   イ     ガス分離膜、   

  ン   セラミックス）、    

    ファインケミカル 上記のほか  子会社5社、関連会社3社 (計 13社）

医 

薬 

医薬 

関連事業  

医薬品（原体・中間体） 

  
  

  建設資材 セメント、生コン、 宇部興産海運㈱、大協企業㈱、萩森興産㈱、ウベボード㈱、 

建 関連事業 資源リサイクル、石灰石、 宇部建設資材販売㈱、㈱関東宇部ホールディングス、 

設   建材関連製品、 宇部マテリアルズ㈱、山石金属㈱、        

資   カルシア・マグネシア、 ※宇部三菱セメント㈱   

材   機能性無機材料    

      上記のほか  子会社38社、関連会社27社 (計 74社）

  ・ 機 機械・ 成形機、 宇部興産機械㈱、ウベ・マシナリー,インコーポレーテッド、 

  金 械 金属成形 産業機械（運搬機、 宇部テクノエンジ㈱、㈱宇部スチール、㈱福島製作所 

  属  関連事業 粉砕・破砕機）、   

  成   橋梁・鉄構、製鋼品   

  形      上記のほか  子会社9社 (計 14社）

  ・ エ エネルギー 石炭、電力 宇部シーアンドエー㈱   

     ネ ・環境       

   環 ル 関連事業       

     ギ        

   境 ｜     上記のほか  子会社2社、関連会社1社 (計 4社）

  

そ 

の 

他 

  

その他事業 不動産 ウベ・アメリカ,インコーポレーテッド、 

    ウベ・ホンコン,リミテッド   

        

    上記のほか  子会社12社、関連会社2社 (計 16社）



  なお、最近の有価証券報告書(平成24年6月28日提出)における「関係会社の状況」から重要な変更がないため、 

 「関係会社の状況」の開示を省略しております。 

  



(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、グループ社員が価値観を共有しグループの進むべき方向を対外的にも明確にするため、グループビ

ジョン「技術の翼と革新の心。世界にはばたく私たちのＤＮＡです。フロンティアスピリットを胸に無限の技術で世界

と共生するＵＢＥグループは、次代の価値を創造し続けます。」を掲げております。 

１００年を超える歴史を持つ当社は、発祥の地・宇部で始めた石炭採掘事業以来、時代と産業構造の変化に対応し、

常に新たな技術に挑戦し、自己変革を行ってきました。しかしその中で一貫して変わらなかった理念、それをこのグル

ープビジョンでは「技術」と「革新」というキーワードで表わしています。 

このグループビジョンの下、更なる飛躍を目指してまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 上記２項目については、後日新たな中期経営計画としてお知らせいたします。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

今後の経済情勢につきましては、引き続き新興国の経済成長が期待されるもののそのテンポは鈍化しており、先進国

においても米国では景気回復傾向にあるものの、欧州財政危機や米国財政問題などにより世界経済は依然景気の下振れ

懸念が拭えない状況です。国内経済においては、東日本大震災からの復興需要、円高是正に伴う輸出環境の改善等が見

込まれ、景気は持ち直しの動きが見られるものの、海外景気の下振れリスクや、電力価格の上昇、原燃料価格や為替等

の先行き不透明な要因もありますことから、事業環境は予断を許さない厳しい先行きが予想されます。 

このような状況の下、当社グループは、前中期経営計画「ステージアップ ２０１２ －新たなる挑戦 －」の終了に

伴い、更なる成長に挑戦するため、平成２５年度を初年度とする３ヵ年の新中期経営計画を策定中です。 

具体的には後日お知らせいたしますが、新中期経営計画では、当社グループの一人ひとりがこれまでの延長ではなく

物事のやり方、考え方を変えて行きながら、チャレンジ精神を持って新たなものに積極的に挑戦してまいります。 

さらに、当社グループでは「CSR（企業の社会的責任）は、社会的公器としての役割を果たすという、企業の経営そ

のものである」との認識に基づき、コンプライアンスおよびリスク管理等の充実による公正な企業活動を推進するとと

もに、グループの創業時の理念である「共存同栄」の精神の下、社会との共生を目指し、株主や資本市場をはじめ、取

引先・従業員・地域社会等、すべてのステークホルダーからの信認を深めてまいります。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,267 36,280

受取手形及び売掛金 150,108 143,223

商品及び製品 34,988 36,272

仕掛品 18,697 19,142

原材料及び貯蔵品 27,581 26,340

繰延税金資産 5,989 9,339

その他 14,296 17,310

貸倒引当金 △509 △507

流動資産合計 284,417 287,399

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 254,778 263,891

減価償却累計額及び減損損失累計額 △169,694 △175,615

建物及び構築物（純額） 85,084 88,276

機械装置及び運搬具 590,934 621,204

減価償却累計額及び減損損失累計額 △469,463 △489,389

機械装置及び運搬具（純額） 121,471 131,815

土地 84,093 85,099

リース資産 2,689 2,949

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,157 △1,490

リース資産（純額） 1,532 1,459

建設仮勘定 17,157 11,935

その他 35,641 35,476

減価償却累計額及び減損損失累計額 △31,029 △30,343

その他（純額） 4,612 5,133

有形固定資産合計 313,949 323,717

無形固定資産   

リース資産 2 31

その他 4,939 4,845

無形固定資産合計 4,941 4,876

投資その他の資産   

投資有価証券 34,883 40,786

長期貸付金 254 285

繰延税金資産 7,527 8,012

その他 20,891 21,759

貸倒引当金 △1,976 △1,076

投資その他の資産合計 61,579 69,766

固定資産合計 380,469 398,359

繰延資産   

社債発行費 79 126

繰延資産合計 79 126

資産合計 664,965 685,884



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 88,811 83,247

短期借入金 97,073 102,559

コマーシャル・ペーパー 2,999 1,999

1年内償還予定の社債 15,000 100

リース債務 545 592

未払金 31,995 32,512

未払法人税等 6,570 5,897

賞与引当金 7,415 7,117

役員賞与引当金 79 38

受注損失引当金 339 622

その他 16,565 16,253

流動負債合計 267,391 250,936

固定負債   

社債 15,100 30,000

長期借入金 122,151 110,390

リース債務 1,113 1,016

繰延税金負債 4,163 4,376

退職給付引当金 6,534 6,544

役員退職慰労引当金 1,032 974

特別修繕引当金 212 256

事業損失引当金 2,347 3,606

負ののれん 2,077 1,461

資産除去債務 1,148 1,174

その他 17,290 24,398

固定負債合計 173,167 184,195

負債合計 440,558 435,131

純資産の部   

株主資本   

資本金 58,435 58,435

資本剰余金 28,459 28,465

利益剰余金 132,751 135,981

自己株式 △784 △776

株主資本合計 218,861 222,105

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,427 2,436

繰延ヘッジ損益 △193 △278

為替換算調整勘定 △20,622 △8,754

その他の包括利益累計額合計 △19,388 △6,596

新株予約権 462 508

少数株主持分 24,472 34,736

純資産合計 224,407 250,753

負債純資産合計 664,965 685,884



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 638,653 626,022

売上原価 512,447 517,769

売上総利益 126,206 108,253

販売費及び一般管理費 80,200 78,291

営業利益 46,006 29,962

営業外収益   

受取利息 516 472

受取配当金 514 444

受取賃貸料 1,139 1,165

負ののれん償却額 157 90

持分法による投資利益 871 1,239

為替差益 － 1,367

その他 3,256 3,630

営業外収益合計 6,453 8,407

営業外費用   

支払利息 4,187 3,572

賃貸費用 1,231 908

為替差損 389 －

その他 5,844 5,844

営業外費用合計 11,651 10,324

経常利益 40,808 28,045

特別利益   

固定資産売却益 208 257

投資有価証券売却益 － 116

固定資産受贈益 － 176

受取補償金 12 1,285

補助金収入 343 360

事業損失引当金戻入額 2,143 －

事業譲渡益 － 264

負ののれん発生益 59 65

特別利益合計 2,765 2,523

特別損失   

固定資産処分損 2,552 8,429

投資有価証券売却損 41 3

持分変動損失 － 213

減損損失 2,058 3,152

投資有価証券評価損 1,047 219

関連事業損失 280 2,710

特別損失合計 5,978 14,726

税金等調整前当期純利益 37,595 15,842

法人税、住民税及び事業税 10,249 11,007

法人税等調整額 2,992 △4,464

法人税等合計 13,241 6,543

少数株主損益調整前当期純利益 24,354 9,299

少数株主利益 1,385 1,034

当期純利益 22,969 8,265



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 24,354 9,299

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 257 1,021

繰延ヘッジ損益 △30 △88

為替換算調整勘定 △6,116 13,010

持分法適用会社に対する持分相当額 △52 588

その他の包括利益合計 △5,941 14,531

包括利益 18,413 23,830

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 17,487 21,057

少数株主に係る包括利益 926 2,773



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 58,435 58,435

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 58,435 58,435

資本剰余金   

当期首残高 28,451 28,459

当期変動額   

自己株式の処分 8 6

当期変動額合計 8 6

当期末残高 28,459 28,465

利益剰余金   

当期首残高 114,817 132,751

当期変動額   

剰余金の配当 △5,035 △5,035

当期純利益 22,969 8,265

当期変動額合計 17,934 3,230

当期末残高 132,751 135,981

自己株式   

当期首残高 △783 △784

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △8

自己株式の処分 9 16

当期変動額合計 △1 8

当期末残高 △784 △776

株主資本合計   

当期首残高 200,920 218,861

当期変動額   

剰余金の配当 △5,035 △5,035

当期純利益 22,969 8,265

自己株式の取得 △10 △8

自己株式の処分 17 22

当期変動額合計 17,941 3,244

当期末残高 218,861 222,105



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,152 1,427

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 275 1,009

当期変動額合計 275 1,009

当期末残高 1,427 2,436

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △161 △193

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △32 △85

当期変動額合計 △32 △85

当期末残高 △193 △278

為替換算調整勘定   

当期首残高 △14,897 △20,622

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,725 11,868

当期変動額合計 △5,725 11,868

当期末残高 △20,622 △8,754

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △13,906 △19,388

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,482 12,792

当期変動額合計 △5,482 12,792

当期末残高 △19,388 △6,596

新株予約権   

当期首残高 387 462

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 75 46

当期変動額合計 75 46

当期末残高 462 508

少数株主持分   

当期首残高 24,048 24,472

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 424 10,264

当期変動額合計 424 10,264

当期末残高 24,472 34,736

純資産合計   

当期首残高 211,449 224,407

当期変動額   

剰余金の配当 △5,035 △5,035

当期純利益 22,969 8,265

自己株式の取得 △10 △8

自己株式の処分 17 22

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,983 23,102

当期変動額合計 12,958 26,346

当期末残高 224,407 250,753



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 37,595 15,842

減価償却費 32,984 31,384

減損損失 2,058 3,152

固定資産除却損 838 1,200

負ののれん償却額 △157 △90

受取利息及び受取配当金 △1,030 △916

支払利息 4,187 3,572

為替差損益（△は益） 282 △262

持分法による投資損益（△は益） △871 △1,239

投資有価証券売却損益（△は益） 41 △113

投資有価証券評価損益（△は益） 1,047 219

関連事業損失 280 2,710

事業損失引当金戻入額 △2,143 －

固定資産売却損益（△は益） △159 △260

受取補償金 △12 △1,285

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24 △929

退職給付引当金の増減額（△は減少） △473 △12

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 △64

売上債権の増減額（△は増加） △16,871 8,876

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,341 677

仕入債務の増減額（△は減少） 2,687 △7,407

その他 372 3,664

小計 51,298 58,719

利息及び配当金の受取額 1,829 1,794

利息の支払額 △4,157 △3,699

補償金の受取額 12 857

法人税等の支払額 △8,352 △11,545

営業活動によるキャッシュ・フロー 40,630 46,126

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △42,488 △37,314

有形固定資産の売却による収入 812 705

投資有価証券の取得による支出 △1,034 △5

投資有価証券の売却による収入 970 39

関係会社株式の取得による支出 △1,714 △6,687

関係会社株式の売却による収入 － 4,021

短期貸付金の増減額（△は増加） 117 101

長期貸付金の回収による収入 37 29

その他 △250 48

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,550 △39,063



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,622 143

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △1 △1,000

長期借入れによる収入 14,358 28,680

長期借入金の返済による支出 △29,788 △35,970

社債の発行による収入 14,919 14,925

社債の償還による支出 △40 △15,000

少数株主からの払込みによる収入 － 9,663

配当金の支払額 △5,018 △5,054

少数株主への配当金の支払額 △414 △1,081

その他 △1,089 △1,178

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,695 △5,872

現金及び現金同等物に係る換算差額 △800 1,467

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,415 2,658

現金及び現金同等物の期首残高 49,522 33,107

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 197

現金及び現金同等物の期末残高 33,107 35,962



  

 該当事項はありません。  

   

  

１．連結の範囲に関する事項  

 子会社104社のうち主要な子会社67社を連結しております。 

 主要な連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載しております。 

  

 新規設立子会社であるウベ・タイランド, カンパニー・リミテッドは、当連結会計年度より連結の範囲に含めま

した。 

 連結子会社であった浦安宇部生コン㈱は、当連結会計年度中に清算結了したため、連結の範囲から除外しまし

た。 

  

 非連結子会社37社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外し

ております。  

  （主要な非連結子会社・・・宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱ 他） 

  

２．持分法の適用に関する事項  

 非連結子会社37社のうち、13社に対する投資について持分法を適用しております。 

 （主要な持分法適用子会社名） 

  宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱ 他  

 関連会社45社のうち、12社に対する投資について持分法を適用しております。 

 （主要な持分法適用関連会社名） 

  宇部三菱セメント㈱、ユーエムジー・エービーエス㈱ 他 

    

 持分法を適用していない非連結子会社（宇部日東化成(無錫)有限公司他）及び関連会社（山機運輸㈱他）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエーほか14社の決算日は、12月31日です。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエーほか14社については12月31日現在の

財務諸表を使用しております。 

 なお、１月１日から連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

  

４．会計処理基準に関する事項  

  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

     有 価 証 券  

（5）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

  満期保有目的の債券 ：償却原価法（定額法） 

  そ の 他 有 価 証 券 ：時価のあるもの 

       決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により  

       処理し、売却原価は移動平均法により算定）  

      時価のないもの  

       移動平均法による原価法  

       但し、匿名組合出資金については、当該匿名組合の直近決算期における純  

       資産の当社持分割合で評価しております。  



  

  

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法  

     有形固定資産（リース資産を除く） 

        ：当社は主として定額法を採用しておりますが、多くの連結子会社は定率法を採用しております。 

         但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法を採用しております。 

         なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

             建物及び構築物   ２～75年  

             機械装置及び運搬具 ２～30年  

     無形固定資産（リース資産を除く） 

        ：鉱業権については生産高比例法、その他については定額法を採用しております。なお、自社利用 

         のソフトウェアについては社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお 

         ります。  

     リース資産  

       所有権移転外ファイナンス・リース取引  

        ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

  

  (3)繰延資産の処理方法  

  

  (4)重要な引当金の計上基準  

  デ リ バ テ ィ ブ  ：時価法 

  た な 卸 資 産  ：主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に 

     基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

  社 債 発 行 費 ：繰延資産に計上し、社債償還期限で均等償却しております。 

  貸 倒 引 当 金 ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について 

     は個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上するほか、個別に回収 

     不能を見積った債権を除いた一般債権に対して、過去の一定期間における貸 

     倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上しております。 

  賞 与 引 当 金 ：従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上してお  

     ります。  

  役 員 賞 与 引 当 金 ：当社及び一部の連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計  

     上しております。 

  受 注 損 失 引 当 金  ：受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失が発生する可能性が高いと見 

     
込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能な受注契約について、

損失見込額を計上しております。 

  退 職 給 付 引 当 金 ：従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。  

     

会計基準変更時差異（31,241百万円）については、13年による按分額を費用処

理しております。また、一部の連結子会社は会計基準変更時差異を一括償却し

ており、このうち１社は退職給付信託を設定しております。 

     

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年～14年）による定額法により費用処理しております。なお、一部の連結

子会社は定率法を採用しております。 

     

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10～14年）による定率法により、翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。なお、一部の連結子会社は定額法を採用しております。 

     

当連結会計年度末において当社は、年金資産の額が、退職給付債務に会計基準

変更時差異の未処理額、未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加

減した額を超過しているため、当該超過額は前払年金費用として投資その他の

資産「その他」に含めております。なお、当社は保有する投資有価証券の一部

を拠出し、退職給付信託を設定しております。 



  

  

  (5)重要なヘッジ会計の方法 

     ①ヘッジ会計の方法  

      主として繰延ヘッジ処理を採用しております。金利スワップについては特例処理の要件を満たしている 

      場合は、特例処理を採用しております。  

     ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段     ヘッジ対象  

      金利スワップ    借入金 

      金利オプション   借入金  

      為替予約      外貨建債権・債務及び外貨建予定取引  

      通貨オプション   外貨建債権・債務及び外貨建予定取引  

      通貨スワップ    外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

      石炭スワップ    市場連動価格で購入する石炭  

     ③ヘッジ方針  

      当社及び連結子会社は内部規定である「金融市場リスク管理規程」及び「年度リスク管理要領」等に基 

      づき、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしております。 

      当社が行う石炭ヘッジ取引については、「石炭ヘッジ取引リスク管理規程」及び「石炭ヘッジ取引リス 

      ク管理要領」に基づき、価格変動リスクをヘッジしております。  

     ④ヘッジの有効性評価の方法  

      それぞれのヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性を評価しており 

      ます。但し、特例処理によった金利スワップについては有効性評価を省略しております。 

  

  (6)のれんの償却方法及び償却期間 

     のれんは、その効果の発現する期間に応じて償却することとし、原則として20年間の定額法により償却 

     しております。  

  

  (7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク 

     しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  

  

  (8)その他連結財務諸表作成のための重要な事項  

     消費税等の会計処理  

      税抜方式によっております。  

  

  

 （減価償却方法の変更） 

   当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

  固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。  

   なお、これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微です。 

  

  役員退職慰労引当金  ：連結子会社は役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基 

     づき計算した期末要支給額を計上しております。 

  特 別 修 繕 引 当 金  ：船舶の定期検査費用等の支出に備えるため、見積額を計上しております。  

  事 業 損 失 引 当 金 ：当社及び連結子会社が営む事業に関連して今後発生が見込まれる損失につい  

     て、合理的に見積り可能な金額を計上しております。 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）



（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有価証券の取得による支出」に含めて

表示していた「関係会社株式の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記して

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「投資有価証券の取得による支出」に表示していた△2,748百万円は、「投資有価証券の取得による支出」△1,034百

万円、「関係会社株式の取得による支出」△1,714百万円として組み替えております。 

  

（表示方法の変更）



  

(１)報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。  

 当社は製品・サービス別に「化成品・樹脂」、「機能品・ファイン」、「医薬」、「建設資材」、「機械・

金属成形」、「エネルギー・環境」、「その他」を報告セグメントとしております。 

 「化成品・樹脂」は、カプロラクタム、ナイロン樹脂、工業薬品、ポリブタジエン（合成ゴム）等の製造、

販売を行っております。 

 「機能品・ファイン」は、機能性材料（ポリイミド、電池材料、半導体関連・電子材料、ガス分離膜、セラ

ミックス）、ファインケミカル等の製造、販売を行っております。  

 「医薬」は、医薬品（原体・中間体）の製造、販売を行っております。 

 「建設資材」は、セメント、生コン、石灰石、建材関連製品、カルシア・マグネシア、機能性無機材料等の

製造、販売、資源リサイクルとして廃棄物の利用を行っております。 

 「機械・金属成形」は成形機、産業機械（運搬機、粉砕・破砕機）、橋梁・鉄構、製鋼品等の製造、販売を

行っております。 

 「エネルギー・環境」は、石炭の輸入、販売、コールセンターの運営、電力卸供給事業（ＩＰＰ）を含む電

力供給事業を行っております。 

 「その他」は、不動産の開発、売買、賃貸等、並びに海外における当社グループの製品の販売を行っており

ます。 

  

(２)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一です。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。  

 セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

（セグメント情報等）

１．セグメント情報



(３)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

 （単位：百万円） 

（注１）調整額は以下のとおりです。  

（１）セグメント利益の調整額△2,312百万円には、セグメント間取引消去26百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用 

   △2,338百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等です。 

（２）セグメント資産の調整額43,097百万円には、セグメント間の債権の消去等△36,628百万円、報告セグメントに帰属しない全社資産 

   79,725百万円が含まれております。 

（３）減価償却費の調整額2,907百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費です。  

（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額3,718百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の増加額です。  

（注２）セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

（注３）減価償却費には、長期前払費用及び繰延資産の償却額を含んでおります。 

（注４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用及び繰延資産の増加額を含んでおります。  

  

   報告セグメント 
調整額  

(注１) 

連結財務諸

表計上額

（注２）
  

化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン 

医薬  建設資材 
機械・ 

 金属成形

エネルギ 
ー・環境 

その他 計 

売上高                     

外部顧客への 
売上高 

 
 

216,425  
 

60,266 11,091 204,836 71,253 51,690 23,092  
 

638,653   ― 638,653

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 
 

14,601  
 

4,102 95 4,319 1,322 10,828 2,819  
 

38,086

  
△38,086   ―

 

計  231,026  64,368 11,186 209,155 72,575 62,518 25,911  676,739 △38,086 638,653

セグメント利益 
（営業利益）  

 22,988  5,450 3,729 8,673 3,086 3,358 1,034  48,318 △2,312 46,006

セグメント資産  191,664  88,815 12,735 196,948 59,718 50,394 21,594  621,868 43,097 664,965

その他の項目     

減価償却費（注３）  9,152  5,833 667 9,681 1,306 2,832 606  30,077 2,907 32,984

持分法適用会社への 
投資額  

 
 

11,716  
 

991   ― 6,372 13 163 1,380  
 

20,635  ― 20,635

有形固定資産及び 
無形固定資産の増 
加額（注４）  

 
 

 

12,987  
 

 

10,559 2,659 11,523 1,600 906 471  
 

 

40,705 3,718 44,423



当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

 （単位：百万円） 

（注１）調整額は以下のとおりです。  

（１）セグメント利益の調整額△1,963百万円には、セグメント間取引消去2百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用 

   △1,965百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等です。 

（２）セグメント資産の調整額46,288百万円には、セグメント間の債権の消去等△39,969百万円、報告セグメントに帰属しない全社資産 

   86,257百万円が含まれております。 

（３）減価償却費の調整額2,791百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費です。  

（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,490百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の増加額です。  

（注２）セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

（注３）減価償却費には、長期前払費用及び繰延資産の償却額を含んでおります。 

（注４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用及び繰延資産の増加額を含んでおります。  

  

   報告セグメント 
調整額  

(注１) 

連結財務諸

表計上額

（注２）
  

化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン 

医薬  建設資材 
機械・ 

 金属成形

エネルギ 
ー・環境 

その他 計 

売上高                     

外部顧客への 
売上高 

 
 

205,428  
 

57,222 11,355 202,903 69,895 56,305 22,914  
 

626,022 ― 626,022

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 
 

13,940  
 

3,889 97 5,461 1,415 12,464 2,380  
 

39,646

  
△39,646 ―

計  219,368  61,111 11,452 208,364 71,310 68,769 25,294  665,668 △39,646 626,022

セグメント利益 
（営業利益）  

 5,088  1,236 3,423 11,494 3,688 5,959 1,037  31,925 △1,963 29,962

セグメント資産  202,162  93,119 12,068 201,727 62,256 46,541 21,723  639,596 46,288 685,884

その他の項目     

減価償却費（注３）  8,666  6,570 728 8,266 1,249 2,483 631  28,593 2,791 31,384

持分法適用会社への 
投資額  

 
 

12,047  
 

3,229 ― 6,746 13 182 1,683  
 

23,900 ― 23,900

有形固定資産及び 
無形固定資産の増 
加額（注４）  

 
 

 

11,666  
 

 

8,603 433 12,176 1,326 1,804 493  
 

 

36,501 4,490 40,991



前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）  

   (１)製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。   

  

   (２)地域ごとの情報 

    ① 売上高 

                             （単位：百万円） 

  

     ② 有形固定資産 

                                            （単位：百万円）  

  

   (３)主要な顧客ごとの情報 

   特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）  

   (１)製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。   

  

   (２)地域ごとの情報 

    ① 売上高 

                             （単位：百万円） 

  

     ② 有形固定資産 

                                            （単位：百万円）  

  

   (３)主要な顧客ごとの情報 

   特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

  

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）   
                                               （単位：百万円）

     

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）   

                                               （単位：百万円）

     

２．関連情報

日本 アジア ヨーロッパ その他  計  

 440,659  144,196  35,708  18,090  638,653

日本 タイ その他アジア ヨーロッパ その他  計  

 259,114  42,979  939  10,622  295  313,949

日本 アジア ヨーロッパ その他  計  

 420,736  135,330  42,206  27,750  626,022

日本 タイ その他アジア ヨーロッパ その他  計  

 262,339  48,095  937  12,033  313  323,717

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  
化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン  

医薬  建設資材 
機械・ 
金属成形 

エネルギー・

環境  
その他  全社・消去 計  

減損損失  ― ― ―  1,397  626 ― ―  35  2,058

  
化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン  

医薬  建設資材 
機械・ 
金属成形 

エネルギー・

環境  
その他  全社・消去 計  

減損損失   2,430  533 ―  136 ― ― ―  53  3,152



前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）  

                                               （単位：百万円）

  

 なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下

のとおりです。 
                                                （単位：百万円）

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）  

                                               （単位：百万円）

  

 なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下

のとおりです。 
                                                （単位：百万円）

  

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）  

 「建設資材」において、59百万円の負ののれん発生益を計上しております。これは連結子会社である萩森興産

㈱が自社の株式を取得したことによるものです。  

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）  

 「建設資材」において、65百万円の負ののれん発生益を計上しております。これは連結子会社である山石金属

㈱が自社の株式を取得したことによるものです。  

  

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  
化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン 

医薬 建設資材 
機械・ 
金属成形 

エネルギー・

環境  
その他 全社・消去 計 

当期償却額   89 ― ―  37 ― ― ― ―  126

当期末残高   879 ― ―  271 ― ― ― ―  1,150

  
化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン 

医薬 建設資材 
機械・ 
金属成形 

エネルギー・

環境  
その他 全社・消去 計 

当期償却額   4  221 ―  36 ― ―  22 ―  283

当期末残高   38  2,541 ―  479 ― ―  169 ―  3,227

  
化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン 

医薬 建設資材 
機械・ 
金属成形 

エネルギー・

環境  
その他 全社・消去 計 

当期償却額   155 ― ―  38 ― ― ― ―  193

当期末残高   1,246 ― ―  237 ― ― ― ―  1,483

  
化成品・ 
樹脂 

機能品・ 
ファイン 

医薬 建設資材 
機械・ 
金属成形 

エネルギー・

環境  
その他 全社・消去 計 

当期償却額   4  221 ―  36 ― ―  22 ―  283

当期末残高   34  2,320 ―  443 ― ―  147 ―  2,944

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

当社及び一部の連結子会社では、山口県その他の地域において、遊休不動産及び賃貸用不動産を所有しており 

ます。  

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりです。 

 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。 

２．当連結会計年度増減額の主な内訳は、取得及び利用区分の変更による増加です。 

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金 

    額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自

    社で算定した金額です。 

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

当社及び一部の連結子会社では、山口県その他の地域において、遊休不動産及び賃貸用不動産を所有しており 

ます。 

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりです。  

 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。 

２．当連結会計年度増減額の主な内訳は、取得による増加です。 

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自

社で算定した金額です。 

  

（賃貸等不動産関係）

   

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価

（百万円）  前連結会計年度末残高 

   （百万円）  

当連結会計年度増減額

（百万円）  

当連結会計年度末残高 

（百万円）  

 遊休不動産 10,477  406 10,883 31,852 

 賃貸用不動産 4,674  1,819 6,493 14,185 

   

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価

（百万円）  前連結会計年度末残高 

   （百万円）  

当連結会計年度増減額

（百万円）  

当連結会計年度末残高 

（百万円）  

 遊休不動産       10,883 265 11,148 29,718 

 賃貸用不動産 6,493 154 6,647 13,892 



 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

す。 

  

  

  

   当社は、平成25年５月10日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、宇部マテリアルズ株式会社

  を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。 

   なお、詳細につきましては、本日発表の「宇部興産株式会社による宇部マテリアルズ株式会社の株式交換による完

  全子会社化に関するお知らせ」をご参照ください。  

  

  リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・

オプション等、企業結合等、資産除去債務に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくな

いと考えられるため開示を省略いたします。  

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額     198円41銭      円 銭 214 35

１株当たり当期純利益金額     22円85銭      円 銭 8 22

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     22円81銭      円 銭 8 20

  
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）       22,969       8,265

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）       22,969       8,265

普通株式の期中平均株式数（千株）       1,005,294       1,005,342

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）       1,647       1,999

（うち新株予約権）     ( ) 1,647     ( ) 1,999

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

――――― 

（重要な後発事象）

（開示の省略）



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


	余白埋め3: 
	余白埋め4: 
	余白埋め5: 
	余白埋め6: 
	余白埋め7: 
	余白埋め8: 
	余白埋め9: 
	余白埋め10: 
	余白埋め11: 
	余白埋め12: 
	余白埋め13: 
	余白埋め14: 
	余白埋め15: 
	余白埋め16: 
	余白埋め17: 
	余白埋め18: 
	余白埋め19: 
	余白埋め20: 
	余白埋め21: 
	余白埋め22: 
	余白埋め23: 
	余白埋め24: 
	余白埋め25: 
	余白埋め26: 
	余白埋め27: 
	余白埋め28: 
	余白埋め29: 
	余白埋め30: 
	余白埋め31: 
	余白埋め32: 
	余白埋め33: 
	余白埋め34: 
	余白埋め35: 
	ヘッダー１3: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１4: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１5: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１6: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１7: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１8: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１9: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１10: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１11: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１12: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１13: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１14: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１15: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１16: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１17: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１18: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１19: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１20: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１21: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１22: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１23: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１24: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１25: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１26: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１27: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１28: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１29: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１30: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１31: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１32: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１33: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１34: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	ヘッダー１35: 宇部興産㈱ （4208） 平成25年3月期決算短信
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -
	フッター14: - 12 -
	フッター15: - 13 -
	フッター16: - 14 -
	フッター17: - 15 -
	フッター18: - 16 -
	フッター19: - 17 -
	フッター20: - 18 -
	フッター21: - 19 -
	フッター22: - 20 -
	フッター23: - 21 -
	フッター24: - 22 -
	フッター25: - 23 -
	フッター26: - 24 -
	フッター27: - 25 -
	フッター28: - 26 -
	フッター29: - 27 -
	フッター30: - 28 -
	フッター31: - 29 -
	フッター32: - 30 -
	フッター33: - 31 -
	フッター34: - 32 -
	フッター35: - 33 -


